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③． 中長期経営計画の概要（平成 24 年１月沖縄都市モノレール株式会社） 

平成 24 年１月に策定された中長期経営計画では、１日当たりの利用者数は平成 42 年度時点

で約４万８千人と予測している。実績値と比較すると、平成 26年度の時点では、中期経営計画

の予測値は上回っているものの、特許申請時の予測値を下回っている。 

延長事業の実施により、沖縄都市モノレールの既設区間の最混雑区間のピーク時混雑率は

83％から 124％に増加すると予測されている。 

表 沖縄都市モノレールの延長事業の運転計画案 

 

 

出典：沖縄都市モノレール株式会社中長期経営計画【平成 24年度～平成 31年度】 

（平成 24年１月）沖縄都市モノレール株式会社 

図 沖縄都市モノレールの１日あたり利用客数の見通し（中長期経営計画） 
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収支計画では、単年度損益の好転年次は平成 30 年度、累積損益好転年次は平成 50 年度と予

測されている。 

 
 

 
 

 

 
出典：沖縄都市モノレール株式会社中長期経営計画【平成 24年度～平成 31年度】 

（平成 24年１月）沖縄都市モノレール株式会社 

図 沖縄都市モノレールの収支計画 
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④． 沖縄都市モノレールの財務分析と経営改善に向けた提言（平成 27 年２月浦添市報告書より） 

沖縄都市モノレールの延長にあたり、浦添市では資金投入や役員の派遣等、沖縄都市モノレ

ールへの経営参画を行うこととなっている。このため浦添市では、総務省の「第三セクター等

の経営健全化等に関する指針（平成 26年８月５日付総務省自治財政局長通知）」において「地

方公共団体は、経営・資産債務の状況等を把握した上で、継続的かつ定期的に評価を行うこと

が必要である。」としていることを踏まえ、財務分析等各種分析等を実施し、課題等を改善に

向けた提言を行っている。 

浦添市が実施した財務分析では、沖縄都市モノレールの平成 25 年度末の要約貸借対照表か

ら、純資産合計△6,091 百万円と債務超過の状態にあることから、債務返済の目途が立ってお

らず、金融機関からの追加支援や借入金返済履行の延長に頼る財務状況であるとしている。 

浦添市は、経営参画に向けて株主として①無利息貸付等で無制限にリスクを負わないように

すること、②運転資金がショートする状況に陥らないようにすることを第一の課題として、絶

対必要な条件として営業利益ベースで黒字を出せる体質にすることを提案している。 

 

 
出典：沖縄都市モノレール延長効果促進業務委託報告書（平成 27年２月）浦添市 
図 沖縄都市モノレール株式会社の要約貸借対照表（平成 25 年度末） 

 

 
出典：沖縄都市モノレール延長効果促進業務委託報告書（平成 27年２月）浦添市 

図 沖縄都市モノレール株式会社の財務分析のまとめ 
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出典：沖縄都市モノレール延長効果促進業務委託報告書（平成 27年２月）浦添市 

図 提言内容 
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